


１． 事 業 の 概 況 

 

(１) 事業の経過および成果ならびに対処すべき課題 
 

 

昨年 1月 15日北海道ｴｱﾎﾟｰﾄ株式会社ｸﾞﾙｰﾌﾟの一員として新たなｽﾀｰﾄを切って間もなく、新型ｺﾛ

ﾅｳｲﾙｽ感染症が世界的に拡大し、航空運輸業界はもとより広範囲な産業経済活動に大きな影響を及

ぼしております。 

当空港でも新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大防止対策として、業界ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに則った対応に加え、北海道

ｴｱﾎﾟｰﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ独自の対策としてｻｰﾓｸﾞﾗﾌｨｰによる検温装置を設置し、お客様に安全安心にご利用い

ただける環境を整えてまいりました。しかしながら、運航便の減便は年間を通して続き、利用者数

の減少により入居ﾃﾅﾝﾄも大変な苦戦を強いられている状況にあることから、ﾃﾅﾝﾄ各社に対する賃貸

料の減免を行ってまいりました。 

以上のような状況の中会社運営を行ってまいりました結果につき、ここに第 43 期（令和 2 年

度）の事業概況をご報告申し上げます。 

 

帯広空港における航空関係の動きと致しまして、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大防止対策による減便の

影響で、東京便の運航便数は前年度の約 50%（2,487便）でした。 

なお、当年度も日本航空による帯広名古屋（中部国際）線が 8月の１ヶ月間、季節運航されまし

た。運航便数は 36便（前年度比約 106%）でした。 

次に、令和２年度の総乗降客数は、ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策による減便の影響もあり、前年度比 30.0%の

198,526人でした。1981年3月に現空港に移転開港以来最低の数字です。内訳は、東京便が 196,846

人（前年度比 30.1%）、名古屋便が 1,680 人（前年度比 36%）、その他の便はありませんでした。 

売店および飲食店の売上は旅客数が大きく減少したことから、売店が前年度比 32.6%、飲食店が

前年度比 32.0%でした。 

また、貨物・郵便の取扱は約 1,074 ﾄﾝ（前年度比 41.9%）となったほか、空港連絡ﾊﾞｽ利用者は

37,109 人（前年度比 35.6%）、ﾚﾝﾀｶｰ利用台数は 15,417 台（前年度比 44.7%）となりました。 

 

次に、今期の営業成績であります。 

営業収益は、直接費収入等の減少により、445,855 千円（前年度比 94.3%）。営業費用はほぼ横

ばいの 399,900 千円（前年度比 98.0%）で、営業利益は 45,955 千円（前年度比 70.6%）となりま

した。これに、雑収入等の営業外損益を加減算した経常利益は 51,762 千円（前年度比 76.3%）と

なり、法人税等と法人税等調整額を差し引いた当期純利益は、前年度より 24,988 千円減の 35,180

千円（前年度比 58.5%）となりました。 

結果、第43期におきましては、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大の影響を受けながらも、安定的な営業成

績で推移できた一年でありました。株主様をはじめ、関係各位のご支援の賜と厚くお礼を申し上

げる次第です。 

 

－ １ － 



今後は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの再拡大や長期化により、取り巻く環境の予測策定が困難で不確定な要素が

多い状況にあり、空港事業も非常に厳しい状況が続くことが予想されますが、第44期においては

北海道ｴｱﾎﾟｰﾄ株式会社ｸﾞﾙｰﾌﾟの事業方針に基づきながら、「十勝の空を拓く企業として、地域の飛

躍発展に貢献する」という会社理念のもと、安全安心な空港ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ機能の提供と効率的合理的な

事業運営を推進して参ります。 

 

第44期では次の重点事項に取り組んで参ります。 
 

１．北海道ｴｱﾎﾟｰﾄ株式会社との円滑な合併に向け、作業を進める。 
 

２．新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染防止を徹底する。 
  

３．北海道の航空ﾈｯﾄﾜｰｸを支える重要な空港として、安全・快適で利便性の高い空港ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ

機能を提供することはもとより、施設ｻｰﾋﾞｽの向上を図るとともに、多くの方々に気軽に立ち

寄っていただける賑わい空間づくりを進める。 
 

４．北海道ｴｱﾎﾟｰﾄ株式会社と一丸となり、とかち観光誘致空港利用推進協議会をはじめ、関係

機関・団体と連携し、一層の需要喚起と航空会社に対する誘致活動に取り組むとともに、地

域知名度の向上と空港利用の拡大を推進する。 
 

５．北海道ｴｱﾎﾟｰﾄ株式会社からの受託事業である「帯広空港総合維持管理業務」を確実に遂行

し、空港基本施設の適切な維持と航空機の安全運航確保に努める。 
 
 

以上の活動を進めていくにあたり、当社の公共的役割と責任を自覚し、会社の発展のため、また

地域の発展への貢献を果たすべく努めてまいる所存です。 

株主様には今後とも尚一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

 

(２) 設備投資の状況  

当期中に実施した主な設備投資等は次の通りであります。 

①  自家用発電機遮断機交換        2,097 千円 

②  PBB2号機 ﾒｲﾝﾓｰﾀｰ交換        1,800 千円 

③  地下ﾀﾝｸ高精度液面計設置        1,300 千円 
 

第44期における主な設備投資等として、排水管盛り替え工事や多言語放送設備の設置等を実施

する予定であります。 

 

(３) 資金調達の状況  

当期中に実施した設備投資の所要資金は全て自己資金を充当しました。 

なお、当期においては増資または社債発行による資金調達は行っておりません。 
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(４) 直前三事業年度の財産及び損益の状況 
 
 

 29 年度 

（第 40 期） 

30 年度 

（第 41 期） 

1 年度 
（第 42 期） 

2 年度 
（第 43 期） 

当  期 
 

営 業 収 益（千円） 

経 常 利 益（千円） 

当 期 純 利 益（千円） 

一株当りの当期純利益（円） 

総 資 産（千円） 

純  資  産（千円） 

 

473,227 

115,245 

40,772 

876.83 

2,825,853 

2,045,040 

 

474,176 

71,378 

48,558 

1,044.27 

2,685,895 

2,079,648 

 

473,035 

67,877 

60,167 

1,293.93 

2,210,515 

2,126,529 

445,854 

51,762 

35,179 

756.55 

2,256,305 

2,165,056 

  
(注)  記載金額は千円未満を、一株当り当期純利益は小数点第 2 位未満をそれぞれ切り

捨て表示しております。 

 

 

 

 

2.  会 社 の 概 況 
 

 

(１) 主要な事業内容 
 

当社の主要な事業は、航空運輸に附帯関連する不動産の賃貸業であり、貸室なら

びに空港利用施設の賃貸、空港事業者、航空旅客並びに航空貨物に対する役務の提

供であります。 

 

 

(２) 施設概要 
 

所在地：帯広空港内                  

建 物・施 設 建築面積（㎡） 延床面積（㎡） 

旅 客 ビ ル 

貨 物 ビ ル １ 

貨 物 ビ ル ２ 

プ ロ パ ン 庫 

浄 化 槽 機 械 室 

旧 井 戸 ・ 受 水 槽 室 

発 電 機 室 

給 油 施 設 

道警ﾍﾘ 格納庫・事務所 

道警ﾍﾘ エ  プ  ロ  ン 

道警ﾍﾘ 給 油 施 設 

５，５４２．１９ 

６０３．０６ 

４７１．２０ 

１６．００ 

１３０．６７ 

５５．２５ 

７９．９１ 

（敷地面積 ４,０７５．５０） 

６４１．６３ 

２,５５２．５０ 

（地下タンク） 

１０,４１０．５９ 

５５１．３７ 

４２１．６０ 

１６．００ 

１３０．６７ 

５５．２５ 

６２．４２ 

２００KL 屋外タンク２基 

８０７．４６ 

駐機数 2 スポット 

1０KL 地下タンク１基 

 

－ ３ － 

（令和 3 年 3 月 31 日現在） 



(３) 株式の状況（令和 3 年３月 31 日現在） 
 

発行可能株式の総数        100,000 株 

発行済株式の総数          46,500 株 

期末現在株主総数                    1 名 

当期中株主増減                     無し 
 

大 株 主 （1,000 株以上の株主） 

大 株 主 名 所 有 株 式 数 持 株 比 率 
 

北海道エアポート株式会社 

 

４６，５００ 

 

100％ 

 
 
 
 
（4）借入状況（令和 3 年３月 31 日現在） 
    
   今期末現在、借入金はありません。 

 
 

 
 

（5）従業員の状況（令和 3 年３月 31 日現在） 
   

項目   

性別 

従業員数（名） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 

正 嘱託 出向 計 正 嘱託 出向 計 正 嘱託 出向 計 

男 14 6 1 21 40.9 57.9 67.9 47.0 4 11.1 1 5.8 

女 1 1 0 02 55.8 61.1 0 58.5 34.6  36.8 0 35.7 

計 15 7 1 23 41.9 58.4 67.9 48.0 6 14.8 1 8.4 

 

 

 

 

（6）取締役及び監査役（令和 3 年３月 31 日現在）  
 
 

会社における地位 氏 名 主 な 職 業 
☆ 

代表取締役社長 

専 務 取 締 役 

常 務 取 締 役 

取 締 役 

監 査 役 

 

川 田 章 博 

美土路  純一 

原 田 浩 信 

増 田 正 二 

竹 田 悦 郎 

 

帯広商工会議所 会頭 

 

 

帯広信用金庫 相談役 

北海道十勝管内商工会連合会 会長 

  
 

な身上の都合により、平成 31 年 4 月にて辞され、取締役 5 名、監査役 2 名の辞任に伴い

取締役 2 名の補充選任がなされ、上記記載の、辞任された取締役・監査役は次のとおりです。 

－ ４ － 

※印は当事業年度中に補充選任された役員再任 

（令和 3 年 3 月 31 日現在） 



(7) 帯広空港利用状況 
乗降客数 

区 分 
定  期  便 （人） チャーター便 

ダイバート等 

※ （人） 

合 計 
定期便（％） 

東京便 名古屋便 搭乗率 就航率 

 

28 年度 

 

29 年度 

 
30 年度 

 

1 年度 

 

2 年度 

 

617,759 

 
661,622 

 
673,501 

 
654,664 

 
196,846 

 

4,557 

 
4,527 

 
4,603 

 
4,667 

 
1,680 

 

   16,191 
    (15,910 ) 

 

  14,333 
    (14,333 ) 

 

1    910 
    (1 910 ) 

 

1  2,436 
    (1 508 ) 

1 

    0 
    (    0 ) 

 

628,507 

 
670,482 

 
679,014 

 
661,767 

 
198,526 

 

68.0 

 
71.6 

 
74.2 

 
70.8 

 
48.1 

 

99.1 

 
99.3 

 
99.3 

 
98.9 

 
98.9 

※(  )内は国際チャーター便乗降客数 
 
東 京 便   H09.07.1   JAL 就航（ダブルトラッキング）【東京便 4 往復/日：JAS3、JAL1】 

東 京 便   H14.10.1   JAL・JAS 経営統合により全便 JAS 運航 
東 京 便   H16.04.1   JAL ｼﾞｬﾊﾟﾝ  全便 JAL 運航 

東 京 便   H23.03.27～ ADO 就航（東京便 3 往復/日）【東京便 7 往復/日：JAL4、ADO3】 
 

名古屋（中部国際）便   H28.8.1～8.31 JAL 季節運航（週 4 日：日・月・水・金） 

名古屋（中部国際）便   H29.8.1～8.31    〃      （     〃     ） 

名古屋（中部国際）便   H30.8.1～8.31    〃      （     〃     ） 

名古屋（中部国際）便   R 1.8.1～8.31    〃      （     〃     ） 

名古屋（中部国際）便   R 2.8.1～8.31    〃      （     〃     ） 
 

国際ﾁｬｰﾀｰ便 H28 年度 28 便運航 ＜台湾：22 便 5,106 人／中国：6 便 804 人＞ 

H29 年度 22 便運航 ＜台湾：22 便 4,333 人＞ 

H30 年度  6 便運航 ＜中国：4 便 614 人／ハワイ：2 便 296 人(邦人)＞ 

R 1 年度  4 便運航 ＜台湾：4 便 508 人＞(AIRDO) 

国内ﾁｬｰﾀｰ便 Ｒ 1 年度 24 便運航 ＜1,773 人＞(FDA) 

 

名古屋（小牧）便：H13.4.1 から毎日運航（Ｈ14.4.1 からｼﾞｪｲ･ｴｱにて運航） H22.10.31 から休止 

大 阪 便 ：H1７年度から季節運航 H21.8.31 休止 

函 館 便 ：H17.3.13 エアトランセ就航（H19.3.14 から運航形態が不定期運航に変更）H19.9.30 休止 

福 島 便 ：H12.9.30 休止（JAL）              

千 歳 便 ：H19.2.1 休止（エアトランセ） 

貨物取扱量（含郵便）   （ｔ） 

区  分 発  送 到  着 合  計 
 

28 年度 

29 年度 

３０年度 

 １年度 

 2 年度 

 

１,４１４ 

１,４７３ 

１,５０１ 

１,３４４ 

 ４２９ 

 

１,５４１ 

１,４４３ 

１,３７９ 

１,２１６ 

 ６４５ 

 

２,９５５ 

２,９１６ 

２,８８０ 

２,５６０ 

１,０７４ 

(8) テナント入居状況 

区   分 テ ナ ン ト 数 備       考 

旅 客 ビ ル 

貨 物 ビ ル 

給 油 施 設 

２４店 

３店 

１店 

１階 1２店、２階 10 店、３階 2 店 

（貨物ﾋﾞﾙⅠ～2 店  貨物ﾋﾞﾙⅡ～1 店） 

 

－ ５ － 

（令和 3 年 3 月 31 日現在） 



入 居 者 （令和 3 年 3 月 31 日現在） 

 

航 空 会 社  日本航空株式会社 

航 空 会 社  株式会社ＡＩＲＤＯ 

航 空 会 社  府中エアサービス株式会社 

 

飲 食 ･ 喫 茶  有限会社たむら 「レストラン ハートフィールド」 

 

 

ス ナ ッ ク  株式会社ＪＡＬＵＸ「とかち野マルシェ」  （スナック・雑貨） 

 

売   店 株式会社ＪＡＬＵＸ「BLUE SKY」・「中央ゲート店」 

売   店  有限会社小島商店 （民芸品） 

売   店  株式会社藤丸 （雑 貨） 

売   店  メークイン産業株式会社 （農畜産物） 

売   店  株式会社福原           （水産物） 

売   店  北海道十勝みやげ名店会協同組合 （菓子・民芸品） 

売   店  株式会社六花亭 

売   店   

 

レ ン タ カ ー  株式会社トヨタレンタリース帯広 

レ ン タ カ ー  株式会社日産カーレンタルソリューション 

レ ン タ カ ー  ニッポンレンタカー北海道株式会社 

レ ン タ カ ー  タイムズモビリティ株式会社 

レ ン タ カ ー  オリックス自動車株式会社 

 

インフォメーションカウンター  十勝観光連盟                          

インフォメーションカウンター  十勝バス株式会社 

 

リゾートサービスカウンター  株式会社エス･シー･エム (サホロリゾートインフォメーション)   

 

官 公 庁 等  北海道警察 

官   庁  北海道エアポート株式会社 

 

保 安 警 備  株式会社セノン 

 

貨 物  日本航空株式会社 

貨 物  株式会社ＡＩＲＤＯ 

貨 物   

給 油 施 設  ＥＮＥＯＳ株式会社 

 

 

－ ６ － 



(９) 庶務事項 

① 株 主 総 会 

第 42 期定時 令和 2 年 6 月２3 日  場所 帯広経済センタービル 
 

② 取 締 役 会 

第 1 回   令和 2 年 05 月２7 日  場所 北海道ホテル 

第 2 回   令和 2 年 06 月２3 日  場所 帯広経済センタービル 

第 3 回   令和 2 年 06 月 23 日  場所 帯広経済センタービル 

第 4 回   令和 2 年 9 月 29 日  場所 ホテル日航ノースランド帯広 

第 5 回   令和 2 年１２月 7 日  書面決議 

第 6 回   令和３年 ３月 26 日   場所 北海道ホテル 
 

③ 監 査 会 

決 算 監 査 会 令和 2 年 5 月１２日   場所 帯広空港ターミナルビル 

1第１回監査会 令和 2 年 ６月２3 日  場所 帯広経済センタービル 

1 

(10) 登記事項 

    当期中に登記した事項は次のとおりです。 

 令和 2 年 7 月 3 日  役員変更登記（監査役 1 名 任期満了再任） 

                                   

(11) 使用貸借・承認事項 

① 北海道ｴｱﾎﾟｰﾄ株式会社土地使用貸借 

     （内 訳）                        （令和 3 年 3 月 31 日現在） 
 

旅客・貨物ターミナルビル及び附帯施設敷地 

給 油 施 設 

給 水 施 設 

汚 水 処 理 施 設 

駐 車 場 

道警ヘリ駐機場施設 

 〃 

１１,１５８.９６ ㎡ 

４,０７５.５０ ㎡ 

１２１.０４ ㎡ 

２０５.６６ ㎡ 

３,６１３.９６ ㎡ 

６,１９８.０４ ㎡ 

1,310.０7 ㎡ 

計 ２６,６８３.２３ ㎡ 
 

②帯広空港構内営業承認   

営業期間 自 令和 3 年 3 月１日～至 令和 6 年 2 月 29 日 

 

 

 

 

－ ７ － 















2 .

項 目 別

法定実効税率を適用して計算した法人税率 % %

交際接待費等の損金不算入額 % %

【永久差異加算項目合計】 % %

受取配当金の益金不算入額 % %

【永久差異減算項目合計】 % %

住民税均等制 % %

【税効果会計対象外の税金合計】 % %

税効果会計適用初年度影響額 % %

前期末と当期の法定実効税率の差異 % %

その他 % %

税効果会計適用後の法人税等 % %

Ⅶ ． １株当たり情報に関する注記

1 . １株当たり純資産額

2 . １株当たり当期純利益

以上

15

-10.32

30.27

0.00

構成比（前期）

法定実効税率と実際の税負担率との差異

    46,560 円35 銭

-5.63

15.01

0.00

0.37

756 円 55 銭

-0.09

-0.09

0.41

0.41

31.87

30.26

0.13

0.91

1.04

0.00

0.56

-0.02

0.00

0.02

構成比（当期）

0.00








